
　　第３項　特別損失　　　　　　　　　　　　　　　１５０千円

　　第４項　予備費　　　　　　　　　　　　　　２，０００千円

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　第２項　営業外費用　　　　　　　　　　　２２，０７３千円

　(３)  一日平均給水量　　　　　　　　　　　　　６，３７０㎥

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　収　　入

　第１款　水道事業収益　　　　　　　　　　５６０，２５９千円

　　第１項　営業収益　　　　　　　　　　　４２４，４９６千円

　　第２項　営業外収益　　　　　　　　　　１３５，７６３千円

　　　　　　　　　　　　　　支　　出　　　　　　　　　　　　　

　第１款　水道事業費用　　　　　　　　　　５４３，３４１千円

議案第５３号

　(４)  主要な建設改良事業　　　　　浄水場耐震補強事業、連絡管布設事業、ろ過装置設置事業、ポンプ設備等機器更新事業

　(１)  給水戸数　　　　　　　　　　　　　　　　９，４６４戸

　　第１項　営業費用　　　　　　　　　　　５１９，１１８千円

　(２)  年間総給水量　　　　　　　　　　２，３２５，０００㎥

令和７年度飛騨市水道事業会計予算

第１条　令和７年度飛騨市の水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　（総則）
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　水道施設管理車両更新事業 　令和７年度から令和８年度まで ２，５００千円

　　第６項　補助金　　　　　　　　　　　　　３３，７６７千円

　　　　　　　　　　　　　　支　　出　　　　　　　　　　　　　

　第１款　資本的支出　　　　　　　　　　　３０４，３０３千円

　　第１項　建設改良費　　　　　　　　　　２３５，６０７千円

　　第２項　企業債償還金　　　　　　　　　　６８，６９６千円

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　項 期　　　間 限　度　額

　　第２項　出資金　　　　　　　　　　　　　　９，６００千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額７６，２３６千円は、

　消費税及び地方消費税資本的収支調整額１９，１６３千円、当年度分損益勘定留保資金１０，３９６千円、減債積立金４６，６７

　７千円で補填するものとする。）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　収　　入

　第１款　資本的収入　　　　　　　　　　　２２８，０６７千円

　　第１項　企業債　　　　　　　　　　　　１８４，７００千円
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　　　　　令和７年２月２５日提出

飛騨市長 　都　竹　 淳　也　　　　　　　　＿

第１１条　たな卸資産の購入限度額は、２７，０３０千円と定める。

　(１)  消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流

　用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　(１)  職員給与費　　　　　　　　　　　　　４８，３１０千円

　（他会計からの補助金）

第１０条　他会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２５，０４７千円である。

　（たな卸資産購入限度額）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

証書借入
又は

証券発行

 水道施設
 　統合整備事業
 水道施設
 　改良更新事業

４．０％以内 　政府資金についてはその融資条件によ
り、銀行その他の場合にはその債権者と
協定によるものとする。ただし、企業財
政その他の都合により据置期間及び償還
期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低
利債に借換えすることができる。

（ただし、利率見直し方式で借り
入れる政府資金及び地方公共団体
金融機構資金について、利率見直
しを行った後においては当該見直
し後の利率）

184,700千円

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、３０，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法
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　収　入 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　考

 １ 水道事業収益 560,259

  １ 営業収益 424,496

  １ 給水収益 414,216

  ５ その他営業収益 10,280

  ２ 営業外収益 135,763

 １ 受取利息及び配当金 990

 ２ 加入金 3,006

 ３ 他会計補助金 3,028

 ４ 長期前受金戻入 128,669

  ７ 雑収益 70

　支　出 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　考

 １ 水道事業費用 543,341

  １ 営業費用 519,118

  １ 原水及び浄水費 143,552

 ２ 配水及び給水費 74,927

  ４ 総係費 72,501

  ５ 減価償却費 222,128

  ６ 資産減耗費 5,860

  ７ その他営業費用 150

  ２ 営業外費用 22,073

   １ 支払利息及び企業債取扱諸費 5,868

   ２ 消費税 16,155

   ３ 雑支出 50

  ３ 特別損失 150

   ４ 過年度損益修正損 150

  ４ 予備費 2,000

   １ 予備費 2,000

令和７年度 飛騨市水道事業会計 予算実施計画

収益的収入及び支出
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　収　入 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　考

 １ 資本的収入  228,067

  １ 企業債 184,700

   １ 企業債 184,700

  ２ 出資金 9,600

   １ 出資金 9,600

  ６ 補助金 33,767

 １ 国庫県補助金 11,748

   ２ 他会計補助金 22,019

　支　出 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　考

 １ 資本的支出  304,303

  １ 建設改良費 235,607

 ２ 原水・浄水設備改良費 164,494

   ３ 配水設備拡張費 400

 ４ 配水設備改良費 68,768

   ５ 資産購入費 1,945

  ２ 企業債償還金 68,696

   １ 企業債償還金 68,696

資本的収入及び支出
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 当年度純利益（△は損失） 14,662,090

 減価償却費 222,128,000

 減損損失 0

 災害による損失 0

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 23,000

 受取利息及び受取配当金 △ 990,000

 支払利息 5,868,000

 有形固定資産売却損益（△は益） 0

 未収金の増減額（△は増加） 938,051

 未払金の増減額（△は減少） 4,480

 たな卸資産の増減額（△は増加） 150,472

 前払金の増減額（△は増加） 0

 引当金の増減額（△は減少） △ 50,000

 前受金の増減額（△は減少） 0

 預り金の増減額（△は減少） 0

 繰延勘定償却 0

 長期前受金戻入額 △ 128,669,000

 固定資産除却費 5,850,000

 その他流動資産の増減額（△は増加） 0

 その他流動負債の増減額（△は減少） 0

　　　　　　小     計 119,869,093

 受取利息及び配当金 990,000

 支払利息及び企業債取扱諸費 △ 5,868,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 計 114,991,093

令和７年度 飛騨市水道事業 当初予算キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日）

（単位：円）

 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
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 有形固定資産の取得による支出 △ 214,275,002

 有形固定資産の売却による収入 0

 無形固定資産の取得による支出 0

 無形固定資産の売却による収入 0

 国庫県補助金による収入 10,680,000

 一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 20,918,061

 工事負担金収入 0

　投資活動によるキャッシュ・フロー 計 △ 182,676,941

 建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 184,700,000

 建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 68,696,000

 その他の他会計借入金による収入 0

 他会計からの出資による収入 9,600,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 計 125,604,000

57,918,152

1,134,796,812

1,192,714,964

 Ⅳ 資金増加額（又は減少額）

 Ⅴ 資金期首残高

 Ⅵ 資金期末残高

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
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１．一　般　職
　　（１）　総　　　括

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 6 0 22,600 18,100 40,700 7,610 48,310

前 年 度 6 0 21,700 16,410 38,110 7,000 45,110

比 較 0 0 900 1,690 2,590 610 3,200

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 1,100 700 300 0 2,300 0 1,000

前 年 度 800 400 300 0 2,500 0 300

比 較 300 300 0 0 △ 200 0 700

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 0 0 5,120 4,080 500 0 3,000

前 年 度 0 0 4,804 3,896 500 0 2,910

比 較 0 0 316 184 0 0 90

給　与　費　明　細　書

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当
の 内 訳

区　　分

区　　分
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　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　分 職員数 報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　　計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 6 22,600 18,100 40,700 7,610 48,310

前 年 度 6 21,700 16,410 38,110 7,000 45,110

比 較 0 900 1,690 2,590 610 3,200

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 地域手当 児童手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 1,100 700 300 2,300 1,000

前 年 度 800 400 300 2,500 300

比 較 300 300 0 △ 200 700

宿日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 単身赴任手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 5,120 4,080 500 3,000

前 年 度 4,804 3,896 500 2,910

比 較 316 184 0 90

給　　　　　　　与　　　　　　　費

職員手当
の 内 訳

区　　分

区　　分
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　　（２）　会計年度任用職員以外の職員に係る給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

(千円) (千円)

給　　　料 900 定期昇給に伴う増加分 900 (6人) 900 平均昇給率

昇 給 月

職 員 数

その他の減少分 0 会 計 間 異 動 (3人) 0

職員手当 1,690 定期昇給に伴う増加分 590 590

その他の増減分 1,100 支給対象異動 1,300

そ の 他 △ 200

会計間異動

6

区　　　分
増　 減 　事 　由 　別 　内 　訳

説 明 備 考

4.02%

1月
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　　（３）　会計年度任用職員以外の職員に係る給料及び職員手当の状況

      ア　職員１人当たり給与

      イ　初 任 給 （単位：円）

区 分 行　政　職 福 祉 職
医　　　療　　　職

技能労務職
医療技術 保 健 師

平 均 給 与 月 額 (円) 370,394

平 均 給 料 月 額 (円) 312,433

令和６年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 (円) 300,200

令和７年４月１日現在

平 均 年 齢 (歳) 42.0

平 均 給 与 月 額 (円) 354,772

区 分 行　政　職 福  祉  職
医　　　療　　　職

技能労務職

国 の 制 度

行政職(一) 福  祉  職
医　　　療　　　職

平 均 年 齢 (歳) 41.0

高 校 卒 188,000

行政職(二)
医療技術 保 健 師 医療(二) 医療(三)

188,000

短 大 卒 204,400

大 学 卒 220,000

204,400

220,000
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      ウ　級 別 職 員 数

職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％） 職員数(人) 構成比（％）

７　　級

６　　級

５　　級

４　　級 1 16.7

３　　級 3 49.9

２　　級 1 16.7

１　　級 1 16.7

計 6 100.0

７　　級

６　　級

５　　級

４　　級 1 16.7

３　　級 3 49.9

２　　級 1 16.7

１　　級 1 16.7

計 6 100.0

　　　（級別の基準となる職務内容）

７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

部長･所長 部長･所長･参事 課　長 課長補佐 係長・主査 主　　任 主　　事

技能労務職

令和７年４月１日現在

令和６年４月１日現在

区　　分

行　政　職

区　　　　　　　分 級
行　　　政　　　職 福　　祉　　職 医療職（保健師） 医療職（医療技師）
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      エ　昇 給

行 政 職 福 祉 職 技 能 労 務 職

職 員 数 (A) (人) 6 6

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 6 6

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 6 6

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 100.0 100.0

職 員 数 (A) (人) 6 6

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 6 6

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) 6 6

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率 (B)/(A) (％) 100.0 100.0

代 表 的 な 職 種

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

前

年

度

号 給 数 別 内 訳

区 分 合 計
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　オ　期末手当 ・ 勤勉手当

　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

あ

ああA(月分)

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備 考
６月(月分) 12月(月分)

本 年 度 ２．３００ ２．３００ ４．６０ 有

前 年 度 ２．２５０ ２．２５０ ４．５０ 有

国 の 制 度 ２．３００ ２．３００ ４．６０ 有

退 職 時
特 別 昇 給

備 考

支 給 率 等 定年前早期退職特例措置

区 分
20年勤続の者

あ

あああ(月分)

25年勤続の者
あ

あああ(月分)

35年勤続の者
あ

あああ(月分)

最 高 限 度
あ

ああ (月分)
その他の加算措置等

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000

国 の 制 度
あ

（支 給率 等）
24.586875 33.270750 47.709000 47.709000 定年前早期退職特例措置
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　キ　特殊勤務手当

行 政 職 福 祉 職 技 能 労 務 職

給料総額に対する比率 （％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （％）

　ク　その他の手当

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

（ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

通 勤 手 当 同　　　　　　じ

代表的な特殊勤務手当の名称 無

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

扶 養 手 当 同　　　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　　　じ
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（単位：千円）

 水道施設管理

 車両更新事業

企業債

債務負担行為に関する調書

事　項 限度額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左の財源内訳

備　考
義務発生(見込)額 義務発生予定額

損益勘定
留保資金

2,500 R7～R8 2,500 2,500 

期間
（年度）

金額
期間

（年度）
金額 事業収益
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１ 固定資産

（１）有形固定資産

 （イ）土地 93,257,432

 （ロ）建物 154,995,397

　　　　減価償却累計額 △ 68,225,084 86,770,313

 （ハ）構築物 7,449,703,953

　　　　減価償却累計額 △ 3,507,927,821 3,941,776,132

 （ニ）機械及び装置 922,233,880

　　　　減価償却累計額 △ 481,987,668 440,246,212

 （ホ）車両及び運搬具 2,315,000

　　　　減価償却累計額 △ 2,199,250 115,750

 （へ）工具器具及び備品 15,651,598

　　　　減価償却累計額 △ 9,410,235 6,241,363

 （ト）建設仮勘定 226,555,636

　有形固定資産合計 4,794,962,838

（２）無形固定資産

 （イ）リース資産 0

 （ロ）ソフトウエア 980,000

　無形固定資産合計 980,000

 固定資産合計 4,795,942,838

２ 流動資産

（１）現金預金 1,192,714,964

（２）未収金 40,988,507

 　　　貸倒引当金 △ 185,000 40,803,507

（３）貯蔵品 519,381

（４）有価証券 5,000,000

 流動資産合計 1,239,037,852

資産合計 6,034,980,690

令和７年度 飛騨市水道事業 予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）
（単位：円）

【 資産の部 】
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３ 固定負債

（１）企業債

　(イ) 建設改良等企業債 410,189,993

　企業債合計 410,189,993

（２）引当金

　(イ) その他引当金 24,411,314

　引当金合計 24,411,314

 固定負債合計 434,601,307

４ 流動負債

（１）企業債

　(イ) 建設改良等企業債 61,891,232

　企業債合計 61,891,232

（２）未払金 23,278,400

（３）前受金 0

（４）引当金

　(イ) 賞与引当金 3,100,000

　(ロ) 法定福利費引当金 610,000

　引当金合計 3,710,000

（５）その他流動負債

　(イ) 預り有価証券 5,000,000

　その他流動負債合計 5,000,000

 流動負債合計 93,879,632

５ 繰延収益

（１）長期前受金 4,159,826,012

（２）収益化累計額 △ 1,709,866,701

 繰延収益合計 2,449,959,311

負債合計 2,978,440,250

【 負債の部 】
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６ 資本金 1,136,437,596

７ 剰余金

（１）資本剰余金

 （イ）工事負担金 37,747,072

 （ロ）他会計負担金 1,617,310

  (ハ）国庫県補助金 2,385,269

 （ニ）受贈財産評価額 2,345,902

 （ホ）他会計補助金 18,472,495

　資本剰余金合計 62,568,048

（２）利益剰余金

 （イ）減債積立金 130,170,000

 （ロ）利益積立金 130,070,000

  (ハ）建設改良積立金 523,281,809

 （ニ）当年度未処分利益剰余金

　　 ① 前年度繰越利益剰余金 1,012,673,897

　　 ② その他未処分利益剰余金変動額 46,677,000

　　 ③ 当年度純利益　 14,662,090

　 当年度未処分利益剰余金合計 1,074,012,987

　利益剰余金合計 1,857,534,796

 剰余金合計 1,920,102,844

資本合計 3,056,540,440

負債資本合計 6,034,980,690

【 資本の部 】
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 (１) 有形固定資産

注 記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

　１．資産の評価基準及び評価方法

 　貯蔵品　飛騨市水道事業（以下「水道事業」という。）の貯蔵品は量水器及び配水管等の応急資材であり、短期間で費用化されるため原価法によっている。

　２．固定資産の減価償却の方法

　　　　定額法による。

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　建物 ２０年～５０年

　　　　　　構築物 １５年～６０年

　　　　　　機械及び装置 　６年～１５年

　　　　　　車両及び運搬具 　　　　　４年

　　　　　　工具器具及び備品 　４年～　６年

 (３) 賞与引当金

 (２) 無形固定資産

　　　　定額法による。

　　　　　主な耐用年数

　　　　　　ソフトウエア 　　　　　５年

　３．引当金の計上方法

 (１) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全部を負担するこ

　　　ととなっているため、退職給付引当金は計上していない。

 (２) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去の実績等による回収不能見込額を計上している。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当該事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４

　　　ヶ月分）を計上している。

 (４) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当該事業年度末における支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月

　　　から３月までの４ヶ月分）を計上している。

 (５) その他引当金

　　　　平成２６年度改正の地方公営企業会計基準が適用される以前に計上していた修繕引当金については、改正後の制度における引当金（修繕引当金・特別修繕

　　　引当金）の計上要件を満たしていないため、旧制度の修繕引当金の使途のまま「その他引当金」として計上している。

　４．消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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　１．企業債の償還に係る他会計の負担等

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

 (２) 法定福利費引当金

　　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福利費引当金６００，０００円を取り崩すことを見込んでいる。

 (３) 貸倒引当金

　　　　当年度において、債権の不納欠損の損失のため、貸倒引当金２０８，０００円を取り崩すことを見込んでいる。

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、飛騨市一般会計が負担すると見込まれ

　　　る額は１１３，８５２，１３７円である。

Ⅲ．その他

　１．引当金の目的使用による取り崩し

 (１) 賞与引当金

　　　　当年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金３，１６０，０００円を取り崩すことを見込んでいる。
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（単位：円）

１ 営業収益

（１）給水収益 379,440,000

（２）受託工事収益 0

（３）その他営業収益 10,313,500 389,753,500

２ 営業費用

（１）原水及び浄水費 129,801,152

（２）配水及び給水費 69,487,222

（３）受託工事費 0

（４）総係費 71,590,829

（５）減価償却費 223,688,000

（６）資産減耗費 5,911,000

（７）その他営業費用 150,000 500,628,203

　　　　営業利益 △ 110,874,703

３ 営業外収益

（１）受取利息及び配当金 910,000

（２）加入金 2,950,000

（３）他会計補助金 3,057,000

（４）長期前受金戻入 129,990,000

（５）雑収益 68,405 136,975,405

４ 営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 7,196,000

（２) 雑支出 466,724 7,662,724 129,312,681

　　　　経常利益 18,437,978

５ 特別利益

（１）固定資産売却益 0

（２）過年度損益修正益 0 0

６ 特別損失

（１）固定資産売却損 0

（２）過年度損益修正損 136,364

（３）その他特別損失 0 136,364 △ 136,364

７ 予備費

（１）予備費 1,818,182 1,818,182 △ 1,818,182

　　　　当年度純利益 16,483,432

　　　　前年度繰越利益剰余金 874,121,465

　　　　その他未処分利益剰余金変動額 122,069,000
　　　　当年度未処分利益剰余金 1,012,673,897

令和６年度 飛騨市水道事業 予定損益計算書
(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)
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１ 固定資産

（１）有形固定資産

 （イ）土地 93,257,432

 （ロ）建物 120,436,397

　　　　減価償却累計額 △ 64,079,084 56,357,313

 （ハ）構築物 7,274,291,996

　　　　減価償却累計額 △ 3,320,030,821 3,954,261,175

 （ニ）機械及び装置 814,890,925

　　　　減価償却累計額 △ 453,701,668 361,189,257

 （ホ）車両及び運搬具 2,315,000

　　　　減価償却累計額 △ 2,199,250 115,750

 （へ）工具器具及び備品 14,751,598

　　　　減価償却累計額 △ 8,101,235 6,650,363

 （ト）建設仮勘定 336,344,546

　有形固定資産合計 4,808,175,836

（２）無形固定資産

 （イ）リース資産 0

 （ロ）ソフトウエア 1,470,000

　無形固定資産合計 1,470,000

 固定資産合計 4,809,645,836

２ 流動資産

（１）現金預金 1,134,796,812

（２）未収金 41,926,558

 　　　貸倒引当金 △ 208,000 41,718,558

（３）貯蔵品 669,853

（４）有価証券 5,000,000

 流動資産合計 1,182,185,223

資産合計 5,991,831,059

令和６年度 飛騨市水道事業 予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

（単位：円）

【 資産の部 】
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３ 固定負債

（１）企業債

　(イ) 建設改良等企業債 287,381,225

　企業債合計 287,381,225

（２）引当金

　(イ) その他引当金 24,411,314

　引当金合計 24,411,314

 固定負債合計 311,792,539

４ 流動負債

（１）企業債

　(イ) 建設改良等企業債 68,696,000

　企業債合計 68,696,000

（２）未払金 23,273,920

（３）前受金 0

（４）引当金

　(イ) 賞与引当金 3,160,000

　(ロ) 法定福利費引当金 600,000

　引当金合計 3,760,000

（５）その他流動負債

　(イ) 預り有価証券 5,000,000

　その他流動負債合計 5,000,000

 流動負債合計 100,729,920

５ 繰延収益

（１）長期前受金 4,128,227,951

（２）収益化累計額 △ 1,581,197,701

 繰延収益合計 2,547,030,250

負債合計 2,959,552,709

【 負債の部 】
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６ 資本金 1,126,837,596

７ 剰余金

（１）資本剰余金

 （イ）工事負担金 37,747,072

 （ロ）他会計負担金 1,617,310

  (ハ）国庫県補助金 2,385,269

 （ニ）受贈財産評価額 2,345,902

 （ホ）他会計補助金 18,472,495

　資本剰余金合計 62,568,048

（２）利益剰余金

 （イ）減債積立金 176,847,000

 （ロ）利益積立金 130,070,000

  (ハ）建設改良積立金 523,281,809

 （ニ）当年度未処分利益剰余金

　　 ① 前年度繰越利益剰余金 874,121,465

　　 ② その他未処分利益剰余金変動額 122,069,000

　　 ③ 当年度純利益　 16,483,432

　 当年度未処分利益剰余金合計 1,012,673,897

　利益剰余金合計 1,842,872,706

 剰余金合計 1,905,440,754

資本合計 3,032,278,350

負債資本合計 5,991,831,059

【 資本の部 】
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　収　入 （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 １ 水道事業   560,259 564,683 △ 4,424  

　　収益  １ 営業収益  424,496 427,744 △ 3,248  

   １ 給水収益 414,216 417,384 △ 3,168  

      １ 水道料金 414,216

 ５ その他営業収益 10,280 10,360 △ 80

 １ 材料売却収益 165  貯蔵品売却代金

 ２ 手数料 388  再開栓手数料他

 ３ 他会計負担金 5,177  一般会計消火栓維持負担金

 ４ 雑収益 4,550  使用料徴収事務負担金

  ２ 営業外収益  135,763 136,939 △ 1,176  

  　  １ 受取利息及び配当金 990 910 80  

  　    １ 預金利息 990  定期預金利息

  　  ２ 加入金 3,006 3,245 △ 239  

     １ 加入金 3,006  水道新規加入金

  　  ３ 他会計補助金 3,028 2,727 301  

     １ 他会計補助金 3,028  企業債利子償還、児童手当支給に対する一般会計繰入金

 ４ 長期前受金戻入 128,669 129,990 △ 1,321

 １ 国庫補助金長期前受金戻入 29,864  国庫補助金収益化

 ２ 県補助金長期前受金戻入 9,100  県補助金収益化

 ３ 工事負担金長期前受金戻入 16,476  工事負担金、加入金収益化

 ４ 他会計繰入金長期前受金戻入 48,880  他会計負担金、一般会計繰入金、企業債(繰入分)収益化

 ５ 受贈財産評価額長期前受金戻入 24,349  受贈財産収益化

 ７ 雑収益 70 67 3  

    ４ その他雑収益 70  土地貸付料他

令和７年度 飛騨市水道事業会計 予算説明書

（ 収益的収入及び支出 ）

款 項 目 比 較
節

説　　　明
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　支　出 （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 １ 水道事業   543,341 542,896 445  

　　費用  １ 営業費用  519,118 517,883 1,235  

   １ 原水及び浄水費 143,552 142,714 838  

      13 備消品費 1,215  浄水施設用消耗品、水質検査試薬他

       14 燃料費 93  発電機燃料代他

       17 通信運搬費 3,708  通信回線使用料

       19 委託料 78,216  設備保守点検、水質検査他

       20 手数料 181  浄化槽法定検査手数料他

       21 賃借料 174  水源地他管理用地賃借料

 22 修繕費 11,364  浄水場等施設修繕費

       26 動力費 45,660  浄水場及び取水ポンプ等電気料

       27 薬品費 2,581  滅菌等薬品代

 33 負担金 360  水源管理負担金

   ２ 配水及び給水費 74,927 74,293 634  

      13 備消品費 403  配水施設用消耗品他

       17 通信運搬費 725  通信回線使用料

       19 委託料 10,812  漏水調査、電子配管図更新他

       21 賃借料 50  配水管布設用地賃借料

       22 修繕費 57,859  配水管修繕、量水器取替他

       25 路面復旧費 2,000  舗装復旧費

       26 動力費 3,000  配水池及びポンプ場電気料

 28 材料費 28  舗装補修用材料費

 29 補償金 50  工作物補償他

   ４ 総係費 72,501 71,127 1,374  

       １ 給料 22,600  一般職 ６人

       ２ 手当等 15,000  　〃　　〃

 ３ 賞与引当金繰入額 3,100  ８年度６月支給の12月～３月分

 ５ 法定福利費 7,000  一般職 ６人

       ６ 法定福利費引当金繰入額 610  ８年度６月支給の12月～３月分

 ７ 旅費 113  会議等旅費

 13 備消品費 1,344  徴収関係事務用品他

 14 燃料費 692  公用車燃料代

 16 印刷製本費 501  用紙印刷代他

 17 通信運搬費 560  郵便料他

 19 委託料 14,728  検針業務、システム保守他

       20 手数料 2,716  口座振替手数料他

款 項 目 比 較
節

説　　　明
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（単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

       21 賃借料 1,743  総合行政システム、公営企業会計システム使用料他

       22 修繕費 560  公用車車検費用他

 30 研修費 282  研修参加費

 31 食糧費 8  会議等飲み物代

       33 負担金 322  水道協会会費他

 34 保険料 423  公用車保険料、水道賠償責任保険他

 36 公課費 14  公用車重量税

 37 貸倒引当金繰入額 185  ８年度見込額

   ５ 減価償却費 222,128 223,688 △ 1,560

   １ 有形固定資産減価償却費 221,638

   ２ 無形固定資産減価償却費 490

   ６ 資産減耗費 5,860 5,911 △ 51

      １ 固定資産除却費 5,850  除却損、廃棄損

       ２ たな卸資産減耗費 10  給水廃止量水器処分

   ７ その他営業費用 150 150 0  

   １ 材料売却原価 150  貯蔵品売却原価

  ２ 営業外費用  22,073 22,863 △ 790  

  　  １ 支払利息及び企業債 5,868 7,196 △ 1,328  

  　　取扱諸費     １ 企業債利息 5,868

   ２ 消費税 16,155 15,617 538  

      １ 消費税 16,155

   ３ 雑支出 50 50 0  

     ２ その他雑支出 50

  ３ 特別損失  150 150 0  

   ４ 過年度損益修正損 150 150 0  

   　      １ 過年度損益修正損 150  過年度料金減免申請他

  ４ 予備費  2,000 2,000 0

 １ 予備費 2,000 2,000 0

 90 予備費 2,000

説　　　明款 項 目 比 較
節
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　収　入 （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 １ 資本的   228,067 116,866 111,201

　　収入  １ 企業債  184,700 46,000 138,700

   １ 企業債 184,700 46,000 138,700

  １ 企業債 184,700  財政融資資金、地方公営企業等金融機構資金

 ２ 出資金  9,600 12,900 △ 3,300

   １ 出資金 9,600 12,900 △ 3,300

  １ 一般会計出資金 9,600  一般会計出資金

 ４ 負担金  0 3,968 △ 3,968

 ２ 他会計負担金 0 3,968 △ 3,968

 １ 他会計負担金 0  消火栓新設工事、検針備品整備に係る他会計負担金

 ６ 補助金  33,767 53,998 △ 20,231

 １ 国庫県補助金 11,748 30,506 △ 18,758

 １ 国庫補助金 11,748  社会資本整備総合交付金（防災・安全交付金）

   ２ 他会計補助金 22,019 23,492 △ 1,473

 １ 他会計補助金 22,019  企業債元金償還に対する一般会計繰入金

　支　出 （単位：千円）

本年度 前年度

予定額 予定額 区　　　分 金 額

 １ 資本的   304,303 342,621 △ 38,318

　　支出  １ 建設改良費  235,607 267,850 △ 32,243

 ２ 原水・浄水設備改良 164,494 88,360 76,134

　　費  41 工事請負費 164,494  浄水場耐震補強工事他

 ３ 配水設備拡張費 400 400 0

 19 委託料 400  工事図面作成業務

  ４ 配水設備改良費 68,768 171,726 △ 102,958

 19 委託料 1,150  河合町施設統合実施設計業務、高野配水池修正設計

 41 工事請負費 67,618  配水池更新工事他

   ５ 資産購入費 1,945 7,364 △ 5,419

 50 資産購入費 990  漏水修繕用資材

 51 営業設備費 955  新設用量水器出庫

  ２ 企業債償還金 68,696 74,771 △ 6,075

  １ 企業債償還金 68,696 74,771 △ 6,075

   １ 企業債償還金 68,696

説　　　明

（ 資本的収入及び支出 ）

款 項 目 比 較
節

説　　　明

款 項 目 比 較
節
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